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1. はじめに 

東京都では、2050 年までに二酸化炭素排出量を実質

ゼロにすることを目指す「ゼロエミッション東京戦略」

を2019年12月に発表、都内温室効果ガス排出量を2030

年までに 50%削減（2000 年比）する等の「ゼロエミッ

ション東京戦略 2020 Update & Report」を 2021 年 3 月

に策定する等の取組を強化している。 

また、東京都建設局（以下、「当局」という。）では、

CO2 排出抑制技術として、加熱アスファルト混合物の

中温化技術に着目し、実用化に向けた検討を進めてき

た。その結果、2022 年 6 月に機械式フォームド方式に

よる中温化混合物（新材）を、2023 年 6 月に機械式フ

ォームド方式による中温化混合物（再生材）をアスフ

ァルト混合物事前審査制度における審査対象混合物

（以下、「事前審査混合物」という。）として承認を受

けることができた。 

 中温化混合物の製造は、材料による方法（添加剤（プ

ラントミックス）や中温化アスファルト（プレミック

ス））と装置による方法（機械式フォームド方式）に大

別される 1)が、いずれの方法であっても一般的な加熱

アスファルト混合物（以下、「加熱混合物」という。）

より低い温度で製造、出荷することができる。これは、

中温化混合物が、加熱混合物より低い温度でも締固め

ることができるという特性によるものである。 

 そのような特性がある中温化混合物であるが、東京

都の公共工事における適用基準は、現状、加熱混合物

と同一である。そのため、中温化混合物を適用した場

合でも敷均し温度は、東京都土木工事標準仕様書（令

和 4 年 4 月版）に規定されている「混合物の敷均し温

度は 110℃以上」である。そのため、加熱混合物と比べ

低い温度で出荷する中温化混合物では、天候等の条件

によっては、施工が困難な状況となる可能性がある。 

 そこで、当所では 2021 年度から中温化混合物を適用

した場合、敷均し温度を何度まで低減することが可能

か検討を開始した。 

本稿は、機械式フォームド方式を用いた中温化混合

物の敷均し温度に関する調査結果を報告するものであ

る。 

 

2. 試験概要 

(1) 試験手順 

 試験は、加熱混合物と中温化混合物で締固め度を比

較する方法で行った。 

 試験手順は、図-1に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 試験手順 
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路面騒音を測定した結果を本稿で提案する換算式に

当てはめ、換算可能か妥当性を検証した。 
図図－－ では、本稿で提案する「低騒音舗装（ 種類）

のみの検定路面を考慮した換算式」を用いて 車の普

通車（普通タイヤ）路面騒音を RAC 車（特殊タイヤ）

路面騒音に換算した結果と、RAC 車（特殊タイヤ）

路面騒音の実測値との結果を比較した。

また、表表－－ に 車の普通車（普通タイヤ） 路面騒

音値と RAC 車（特殊タイヤ） 路面騒音値の実測値か

ら「低騒音舗装（ 種類）のみを考慮した換算式」を用

いて「検定路面に与える基準値」を算出し、結果を比

較した。 
その結果、 車の普通車と RAC 車との差は、最大で

も で、RAC 車と概ね同等の騒音値であることか

ら、換算式は妥当であるといえる。

図－ 車への換算値結果

表－ 現場測定結果から提案した検定路面に与える

基準値による RAC 車への換算結果

． まとめ

本稿は、RAC 車廃車後の路面騒音測定の代替として、

今後の低騒音舗装等における普通車を用いた騒音評価

手法について検証したものであり、「普通車－RAC 車

換算式」は適用可能であると考えられる。 
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区分 温度（℃）

出荷 165±10
敷均し 150±10
初期転圧 140±10
二次転圧 110±10

供試体 初期転圧（往復） 二次転圧（往復）

条件① 2.5
条件② 4.5
条件③ 6.5
条件④ 8.5

2.5

区　分 条件① 条件② 条件③ 条件④

敷均し温度（℃） 151 150 151 152
初期転圧温度（℃） 140 142 144 141
二次転圧温度（℃） 112 110 114 115

二次転圧回数（往復） 2.5 4.5 6.5 8.5
締固め度（%） 96.7 97.2 97.8 98.5

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.278 95.6
2 5.0 2.322 97.4
3 5.2 2.337 98.0
4 5.0 2.302 96.6
5 5.1 2.312 97.0
6 5.1 2.308 96.8
7 5.2 2.329 97.7
8 5.1 2.326 97.6
9 5.2 2.327 97.6

平均値 5.1 2.316 97.1 0.69 97.2

－ －

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.298 96.4
2 5.1 2.327 97.6
3 5.0 2.349 98.5
4 4.9 2.327 97.6
5 5.0 2.325 97.5
6 4.9 2.326 97.6
7 4.9 2.335 97.9
8 4.9 2.337 98.0
9 4.8 2.340 98.2

平均値 4.9 2.329 97.7 0.56 97.8

－ －

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.344 98.3
2 5.0 2.346 98.4
3 5.1 2.353 98.7
4 4.9 2.335 97.9
5 5.1 2.351 98.6
6 5.1 2.324 97.5
7 5.0 2.356 98.8
8 5.0 2.357 98.9
9 5.1 2.345 98.4

平均値 5.0 2.346 98.4 0.42 98.5

－ －

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.297 96.4
2 5.2 2.301 96.5
3 5.1 2.325 97.5
4 5.0 2.292 96.1
5 5.0 2.300 96.5
6 5.1 2.330 97.7
7 5.2 2.324 97.5
8 5.2 2.320 97.3
9 5.2 2.305 96.7

平均値 5.1 2.310 96.9 0.55 96.7

－ －

2)場内試験路面の施工条件

場内試験路面の各施工段階の加熱混合物の温度は、

表-3のとおりである。また、条件①～④における二次

転圧の回数は、表-4のとおりである。

表-3 各施工段階の加熱混合物の温度

表-4 条件①～④の転圧回数

なお、転圧時一部のみが過転圧とならないようロー

ラの位置を適切に管理した。

(2)場内試験路面施工時の温度測定結果

場内試験路面施工時の温度測定結果を表-5 に示す。

なお、加熱混合物による場内試験路面の施工は、2023

年 9 月 27 日に実施した。

表-5 施工時の温度測定結果

測定の結果、いずれの条件も目標温度内で施工する

ことができたことが確認された。

(3)場内試験路面からのコア採取

条件①から④におけるコア採取位置を図-3 に示す。

図-2と同様に、左側が起点側、右側が終点側である。

コアは、条件ごとの縁界とならない位置を考慮した。

なお、コア採取は、2023 年 9 月 28 日に実施した。

図-3 コア採取位置

(4)加熱混合物の密度（締固め度）測定

加熱混合物の密度測定結果及び締固め度計算結果を

表-6から表-9に示す。

締固め度の結果から、「平均値±1σ」の範囲内から

外れる値は棄却した。棄却した値は表中灰色に着色し

ている。なお、少数点以下の処理によって、表中の着

色が一致しないものがあることを記載しておく。

表-6 条件①の締固め度

表-7 条件②の締固め度

表-8 条件③の締固め度

表-9 条件④の締固め度

表-10に各二次転圧回数と締固め度の関係を示す。

表-10 二次転圧回数と締固め度
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加熱混合物を用い、二次転圧回数を変化させた場合

の締固め度の変化を確認する。

2）中温化混合物使用時における二次転圧回数の決定

加熱混合物使用時における締固め度が100%に最も近

い二次転圧回数を確認し、中温化混合物を用いた場合

の二次転圧回数を検討し、決定する。

3）中温化混合物を用いた場内試験路面の施工及び密

度測定

敷均し温度を 4 条件変化させ、2)で決まった二次転

圧回数で施工する。各条件での締固め度を確認する。

なお、1)、3)における密度試験は、（公社）日本道路

協会の「舗装調査・試験法便覧」の「密粒度アスファル

ト混合物等の密度試験方法」により実施した。

(2) 対象混合物

今回試験に用いた混合物を表-1に示す。

本試験では、都道の舗装工事で一般的に用いられる

密粒度アスファルト混合物を対象とした。なお、今回

用いた混合物は実現場を模した形で試験するため、い

ずれも事前審査混合物である。

表-1 対象混合物

表中の分類は、混合物の製造方法を示す。合材名は、

事前審査混合物として登録されている名称を示したも

のである。したがって、加熱混合物で用いた混合物の

認定混合物記号は V-06A(T)、中温化混合物は、Vw-

06A(T)である。

(3) 出荷プラント

加熱混合物、中温化混合物を事前審査混合物として

出荷可能であった埼玉県戸田市川岸一丁目地内の戸田

アスコン株式会社より出荷した。

(4) 試験場所

本試験は、埼玉県さいたま市西区三橋六丁目地内の

株式会社NIPPO総合技術センター内駐車スペース内で

行なった。出荷プラントとの距離は20km程度である。

(5) 使用機械

本試験で用いた機械を表-2に示す。

本試験は、都道での実施工を模して行うことを目的

に行ったものである。そのため、使用する機械も実施

工で用いられる大型のものを使用した。

表-2 使用機械

3. 加熱混合物を用いた場内試験路面の施工及

び密度測定

(1) 加熱混合物を用いた場内試験路面の施工

1)場内試験路面の規模

今回施工した場内試験路面の模式図を図-2 に示す。

また、写真-1に場内試験路面の施工状況を示す。

場内試験路面は、総幅 5m×総延長 40m×厚さ 5cm

（面積 200m2）とした。なお、基面はアスファルト舗装

面とした。この基面にディストリビュータでアスファ

ルト乳剤を散布し、施工した。図-2中の条件①～④は、

条件を変化させて施工した場内試験路面の模式図であ

り、N はニュートラルゾーンを示し、転圧機械（マカ

ダムローラやタイヤローラ）が往復するのに滞留や切

り回しするのに用いた範囲である。この N の範囲は密

度測定の範囲外としている。なお、左側を起点側とし、

右側を終点側とした。

図-2 場内試験路面の規模

写真-1 場内試験路面施工状況

分類 合材名

加熱 密粒度アスファルト混合物(13)【75】
中温化 密粒度アスファルト混合物(13)【75】中温化

区分 使用機械

敷均し アスファルトフィニッシャ（2.0～4.5m）

初期転圧 マカダムローラ（10t）転圧幅2.1m
二次転圧 タイヤローラ（10～15t）転圧幅2.2m

5m

－ 18 － － 19 －



区分 温度（℃）

出荷 165±10
敷均し 150±10
初期転圧 140±10
二次転圧 110±10

供試体 初期転圧（往復） 二次転圧（往復）

条件① 2.5
条件② 4.5
条件③ 6.5
条件④ 8.5

2.5

区　分 条件① 条件② 条件③ 条件④

敷均し温度（℃） 151 150 151 152
初期転圧温度（℃） 140 142 144 141
二次転圧温度（℃） 112 110 114 115

二次転圧回数（往復） 2.5 4.5 6.5 8.5
締固め度（%） 96.7 97.2 97.8 98.5

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.278 95.6
2 5.0 2.322 97.4
3 5.2 2.337 98.0
4 5.0 2.302 96.6
5 5.1 2.312 97.0
6 5.1 2.308 96.8
7 5.2 2.329 97.7
8 5.1 2.326 97.6
9 5.2 2.327 97.6

平均値 5.1 2.316 97.1 0.69 97.2

－ －

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.298 96.4
2 5.1 2.327 97.6
3 5.0 2.349 98.5
4 4.9 2.327 97.6
5 5.0 2.325 97.5
6 4.9 2.326 97.6
7 4.9 2.335 97.9
8 4.9 2.337 98.0
9 4.8 2.340 98.2

平均値 4.9 2.329 97.7 0.56 97.8

－ －

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.344 98.3
2 5.0 2.346 98.4
3 5.1 2.353 98.7
4 4.9 2.335 97.9
5 5.1 2.351 98.6
6 5.1 2.324 97.5
7 5.0 2.356 98.8
8 5.0 2.357 98.9
9 5.1 2.345 98.4

平均値 5.0 2.346 98.4 0.42 98.5

－ －

採取 厚さ かさ密度 締固め度 締固め度
締固め度

(%)

位置 (cm) (g/cm3) (%) 標準偏差σ 棄却後
平均値

1 4.9 2.297 96.4
2 5.2 2.301 96.5
3 5.1 2.325 97.5
4 5.0 2.292 96.1
5 5.0 2.300 96.5
6 5.1 2.330 97.7
7 5.2 2.324 97.5
8 5.2 2.320 97.3
9 5.2 2.305 96.7

平均値 5.1 2.310 96.9 0.55 96.7

－ －

2)場内試験路面の施工条件

場内試験路面の各施工段階の加熱混合物の温度は、

表-3のとおりである。また、条件①～④における二次

転圧の回数は、表-4のとおりである。

表-3 各施工段階の加熱混合物の温度

表-4 条件①～④の転圧回数

なお、転圧時一部のみが過転圧とならないようロー

ラの位置を適切に管理した。

(2)場内試験路面施工時の温度測定結果

場内試験路面施工時の温度測定結果を表-5 に示す。

なお、加熱混合物による場内試験路面の施工は、2023

年 9 月 27 日に実施した。

表-5 施工時の温度測定結果

測定の結果、いずれの条件も目標温度内で施工する

ことができたことが確認された。

(3)場内試験路面からのコア採取

条件①から④におけるコア採取位置を図-3 に示す。

図-2と同様に、左側が起点側、右側が終点側である。

コアは、条件ごとの縁界とならない位置を考慮した。

なお、コア採取は、2023 年 9 月 28 日に実施した。

図-3 コア採取位置

(4)加熱混合物の密度（締固め度）測定

加熱混合物の密度測定結果及び締固め度計算結果を

表-6から表-9に示す。

締固め度の結果から、「平均値±1σ」の範囲内から

外れる値は棄却した。棄却した値は表中灰色に着色し

ている。なお、少数点以下の処理によって、表中の着

色が一致しないものがあることを記載しておく。

表-6 条件①の締固め度

表-7 条件②の締固め度

表-8 条件③の締固め度

表-9 条件④の締固め度

表-10に各二次転圧回数と締固め度の関係を示す。

表-10 二次転圧回数と締固め度
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5m

5m 10m 12m 10m 3m

加熱混合物を用い、二次転圧回数を変化させた場合

の締固め度の変化を確認する。

2）中温化混合物使用時における二次転圧回数の決定

加熱混合物使用時における締固め度が100%に最も近

い二次転圧回数を確認し、中温化混合物を用いた場合

の二次転圧回数を検討し、決定する。

3）中温化混合物を用いた場内試験路面の施工及び密

度測定

敷均し温度を 4 条件変化させ、2)で決まった二次転

圧回数で施工する。各条件での締固め度を確認する。

なお、1)、3)における密度試験は、（公社）日本道路

協会の「舗装調査・試験法便覧」の「密粒度アスファル

ト混合物等の密度試験方法」により実施した。

(2) 対象混合物

今回試験に用いた混合物を表-1に示す。

本試験では、都道の舗装工事で一般的に用いられる

密粒度アスファルト混合物を対象とした。なお、今回

用いた混合物は実現場を模した形で試験するため、い

ずれも事前審査混合物である。

表-1 対象混合物

表中の分類は、混合物の製造方法を示す。合材名は、

事前審査混合物として登録されている名称を示したも

のである。したがって、加熱混合物で用いた混合物の

認定混合物記号は V-06A(T)、中温化混合物は、Vw-

06A(T)である。

(3) 出荷プラント

加熱混合物、中温化混合物を事前審査混合物として

出荷可能であった埼玉県戸田市川岸一丁目地内の戸田

アスコン株式会社より出荷した。

(4) 試験場所

本試験は、埼玉県さいたま市西区三橋六丁目地内の

株式会社NIPPO総合技術センター内駐車スペース内で

行なった。出荷プラントとの距離は20km程度である。

(5) 使用機械

本試験で用いた機械を表-2に示す。

本試験は、都道での実施工を模して行うことを目的

に行ったものである。そのため、使用する機械も実施

工で用いられる大型のものを使用した。

表-2 使用機械

3. 加熱混合物を用いた場内試験路面の施工及

び密度測定

(1) 加熱混合物を用いた場内試験路面の施工

1)場内試験路面の規模

今回施工した場内試験路面の模式図を図-2 に示す。

また、写真-1に場内試験路面の施工状況を示す。

場内試験路面は、総幅 5m×総延長 40m×厚さ 5cm

（面積 200m2）とした。なお、基面はアスファルト舗装

面とした。この基面にディストリビュータでアスファ

ルト乳剤を散布し、施工した。図-2中の条件①～④は、

条件を変化させて施工した場内試験路面の模式図であ

り、N はニュートラルゾーンを示し、転圧機械（マカ

ダムローラやタイヤローラ）が往復するのに滞留や切

り回しするのに用いた範囲である。この N の範囲は密

度測定の範囲外としている。なお、左側を起点側とし、

右側を終点側とした。

図-2 場内試験路面の規模

写真-1 場内試験路面施工状況

分類 合材名

加熱 密粒度アスファルト混合物(13)【75】
中温化 密粒度アスファルト混合物(13)【75】中温化

区分 使用機械

敷均し アスファルトフィニッシャ（2.0～4.5m）

初期転圧 マカダムローラ（10t）転圧幅2.1m
二次転圧 タイヤローラ（10～15t）転圧幅2.2m

5m

－ 18 － － 19 －
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開始温度
(℃) 位置 (cm) (g/cm3) (%)

1 6.1 2.357 98.7
2 5.7 2.326 97.4
3 6.0 2.318 97.0
4 5.7 2.329 97.5
5 5.7 2.327 97.4
6 5.8 2.317 97.0

平均値 5.8 2.329 97.5

115

初期転圧 採取 厚さ かさ密度 締固め度

開始温度
(℃) 位置 (cm) (g/cm3) (%)

1 6.0 2.342 98.0
2 5.8 2.312 96.8
3 5.6 2.320 97.1
4 6.0 2.331 97.6
5 5.8 2.322 97.2
6 5.9 2.355 98.6

平均値 5.9 2.330 97.6

104

初期転圧 採取 厚さ かさ密度 締固め度

開始温度
(℃) 位置 (cm) (g/cm3) (%)

1 6.0 2.296 96.1
2 5.9 2.301 96.3
3 6.0 2.317 97.0
4 6.0 2.291 95.9
5 6.0 2.316 96.9
6 5.7 2.276 95.3

平均値 5.9 2.300 95.7

95

初期転圧 採取 厚さ かさ密度 締固め度

開始温度
(℃) 位置 (cm) (g/cm3) (%)

1 5.5 2.273 95.1
2 6.0 2.306 96.5
3 6.1 2.302 96.4
4 5.6 2.276 95.3
5 6.0 2.290 95.9
6 6.1 2.275 95.2

平均値 5.9 2.287 95.7
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取したが、そこまで大きなばらつきではなかったこと

から、中温化混合物では、6 個のコアを採取することと

した。なお、図-5の向きは、図-3と同じである。また、

コアの採取は、2023 年 10 月 25 日に実施した。

図-5 コア採取位置

(3)中温化混合物の密度（締固め度）測定

中温化混合物の密度測定結果及び締固め度計算結果

を表-13から表-16に示す。

表-13 条件①’の締固め度

表-14 条件②’の締固め度

表-15 条件③’の締固め度

表-16 条件④’の締固め度

表-17に各初期転圧温度と締固め度の関係を示す。

表-17 初期転圧開始温度と締固め度

図-6 に表-13 から表-16 における初期転圧開始温度

と締固め度の関係を示す。

図-6 初期転圧開始温度と締固め度の関係

図-6に追記した規格値は、土木工事施工管理基準（当

局）におけるアスファルト混合物の締固め度の規格値

（96.5%）である。初期転圧開始温度ごとの締固め度（平

均値）を見比べた場合、初期転圧開始温度 84℃と 95℃

の締固め度では、個別の締固め度においてはやや 95℃

の方が締固め度が高くなるものの、締固め度の平均値

は同じ数値を示した。初期転圧開始温度 104℃と 115℃

でも同様である。

このことから、初期転圧温度が高い方が締固め度が

高まる傾向を示すが、比例的に締固め度が高まる傾向

を示すわけではないことが推察される。また、規格値

との比較では、条件②’（初期転圧開始温度 104℃）で

は、個々のコアで締固め度 96.5%を下回るものは確認

されなかったが、条件③’ （初期転圧開始温度 95℃）

では、6 個中 4 個で締固め度 96.5%を下回った。

このことから、条件②’と条件③’の間に閾値があるも
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出荷 135±10 ―
敷均し 120±10 ―

初期転圧 80,90,100,110±10 2.5
二次転圧 60,70,80,90±10 8.5

 図-4 に表-6 から表-9 における「平均値±1σ」の範

囲内にある値の二次転圧回数と締固め度の関係を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 二次転圧回数と締固め度の関係 

 加熱混合物における場内試験路面の施工結果から、

二次転圧回数が増えるごとに締固め度が上昇する傾向

を確認した。また、同一条件下でも締固め度にばらつ

きが発生することを確認した。 

 

4. 中温化混合物使用時における二次転圧回数

の決定 

  加熱混合物使用時における二次転圧回数と締固め

度の関係から二次転圧回数 8.5 往復時の締固め度が

98.5%であった。図-4から締固め度を 100%とするため

には、14 往復させる必要があることが推測される。 

 しかし、近似直線における締固め度 100%箇所は外挿

の範囲になること。また、二次転圧回数を 14 往復させ

るためには施工時間が 2 倍近くになり、混合物が冷え

てしまい転圧を行っても締め固まらない可能性が高い

懸念がある。 

 そのため、本検討では、中温化混合物使用時におけ

る二次転圧回数は、加熱混合物使用時に締固め度が最

大となった 8.5 往復とすることにした。 

 

5. 中温化混合物を用いた場内試験路面の施工

及び密度測定 

(1) 中温化混合物を用いた場内試験路面の施工 

1)場内試験路面の規模 

 場内試験路面の規模は、加熱混合物と同条件とした。 

 図-5に場内試験路面の規模を示す。加熱混合物と条

件を区別するため、中温化混合物を用いたものは、条

件①’から条件④’と表現することとした。 

 

 

 

図-5 供試体の規模 

2) 場内試験路面の施工条件 

 中温化混合物は、表-3 に示した温度から-30℃で製

造・出荷した。また、敷均しから二次転圧の施工条件

を表-11に示す。なお、東京都土木工事標準仕様書にお

ける「混合物の敷均し温度は 110℃以上としなければ

ならない」という規定は 110℃以上で敷均しを始める

ということではなく、110℃以上で敷均し終えるという

ことを意味する。敷均しが完了すると初期転圧が開始

される。そのため、本検討では実際に初期転圧を開始

する温度を 4 条件設定し、この温度が変化した場合に

締固め度に与える影響を調査した。 

表-11 施工条件 

 

 

 

3) 場内試験路面施工時の温度測定結果 

 表-12に場内試験路面施工時の温度測定結果を示す。 

表-12 供試体作製時の温度測定結果 

 

 

 

 

 

 

中温化混合物の現着温度が 140℃程度であったこと

から、場内試験路面施工時には、運搬に用いたダンプ

トラックの荷台でしばし混合物の温度を低下させる時

間を設けた。また、いずれの条件も表-11の施工条件を

満足した。なお、中温化混合物による場内試験路面の

施工は、2023 年 10 月 24 日に実施した。 

 

(2)場内試験路面からのコア採取 

各条件におけるコア採取位置を図-5に示す。 

 加熱混合物の際は、コアの密度測定でばらつきがど

の程度発現するか推測できなかったため 9 個コアを採
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取したが、そこまで大きなばらつきではなかったこと

から、中温化混合物では、6 個のコアを採取することと

した。なお、図-5の向きは、図-3と同じである。また、

コアの採取は、2023 年 10 月 25 日に実施した。

図-5 コア採取位置

(3)中温化混合物の密度（締固め度）測定

中温化混合物の密度測定結果及び締固め度計算結果

を表-13から表-16に示す。

表-13 条件①’の締固め度

表-14 条件②’の締固め度

表-15 条件③’の締固め度

表-16 条件④’の締固め度

表-17に各初期転圧温度と締固め度の関係を示す。

表-17 初期転圧開始温度と締固め度

図-6 に表-13 から表-16 における初期転圧開始温度

と締固め度の関係を示す。

図-6 初期転圧開始温度と締固め度の関係
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を示すわけではないことが推察される。また、規格値

との比較では、条件②’（初期転圧開始温度 104℃）で

は、個々のコアで締固め度 96.5%を下回るものは確認
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図-4 二次転圧回数と締固め度の関係 

 加熱混合物における場内試験路面の施工結果から、

二次転圧回数が増えるごとに締固め度が上昇する傾向

を確認した。また、同一条件下でも締固め度にばらつ

きが発生することを確認した。 

 

4. 中温化混合物使用時における二次転圧回数

の決定 

  加熱混合物使用時における二次転圧回数と締固め

度の関係から二次転圧回数 8.5 往復時の締固め度が

98.5%であった。図-4から締固め度を 100%とするため

には、14 往復させる必要があることが推測される。 

 しかし、近似直線における締固め度 100%箇所は外挿

の範囲になること。また、二次転圧回数を 14 往復させ

るためには施工時間が 2 倍近くになり、混合物が冷え

てしまい転圧を行っても締め固まらない可能性が高い

懸念がある。 

 そのため、本検討では、中温化混合物使用時におけ

る二次転圧回数は、加熱混合物使用時に締固め度が最

大となった 8.5 往復とすることにした。 
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(1) 中温化混合物を用いた場内試験路面の施工 

1)場内試験路面の規模 

 場内試験路面の規模は、加熱混合物と同条件とした。 

 図-5に場内試験路面の規模を示す。加熱混合物と条

件を区別するため、中温化混合物を用いたものは、条

件①’から条件④’と表現することとした。 

 

 

 

図-5 供試体の規模 

2) 場内試験路面の施工条件 

 中温化混合物は、表-3 に示した温度から-30℃で製

造・出荷した。また、敷均しから二次転圧の施工条件

を表-11に示す。なお、東京都土木工事標準仕様書にお

ける「混合物の敷均し温度は 110℃以上としなければ

ならない」という規定は 110℃以上で敷均しを始める

ということではなく、110℃以上で敷均し終えるという

ことを意味する。敷均しが完了すると初期転圧が開始

される。そのため、本検討では実際に初期転圧を開始

する温度を 4 条件設定し、この温度が変化した場合に

締固め度に与える影響を調査した。 

表-11 施工条件 

 

 

 

3) 場内試験路面施工時の温度測定結果 

 表-12に場内試験路面施工時の温度測定結果を示す。 

表-12 供試体作製時の温度測定結果 

 

 

 

 

 

 

中温化混合物の現着温度が 140℃程度であったこと

から、場内試験路面施工時には、運搬に用いたダンプ

トラックの荷台でしばし混合物の温度を低下させる時

間を設けた。また、いずれの条件も表-11の施工条件を

満足した。なお、中温化混合物による場内試験路面の

施工は、2023 年 10 月 24 日に実施した。 

 

(2)場内試験路面からのコア採取 

各条件におけるコア採取位置を図-5に示す。 

 加熱混合物の際は、コアの密度測定でばらつきがど

の程度発現するか推測できなかったため 9 個コアを採

－ 20 － － 21 －



 

 

令6.都土木技術支援・人材育成センター年報                                          ISSN 1884-040X 

Annual Report 

C.E.S.T.C., TMG 2024 

 

3. 神田川水系桃園川の下水道移管並びに課題への対応経緯 

 

Sewerage transfer of the Momozono River in the Kanda River system 

and its issues and responses 

 

 

技術支援課 中嶌 一彦、小作 好明、高崎 忠勝（現 河川部管理課 兼 東京都立大学）、 

○石原 成幸（現 （公財）東京都公園協会 兼 東京都立大学） 

 

 

1. はじめに 

首都東京では主に高度経済成長期を通じて、河川

の水質悪化に伴う住民要望を受けて、多くの中小河

川が消失してきたことは周知のとおりである。当該

河川の消失後の主な用途・形態は、河川（河道）を

覆蓋・暗渠にして、いわゆる下水道（幹線）化する

と云うものである。 

この代表事例として、東京都の管理河川では東京

都市計画河川下水道計画（以下、「36答申」という）

があり、当該計画に基づく二級河川・渋谷川の下水

道幹線化の調査・研究が広く知られている1),2)。 

しかしながら、36答申に基づき渋谷川と同時に河

川法（明治29(1896)年4月制定・法律第71号）（以下、

「旧河川法」という）の準用河川を解除のうえ、用

途廃止して下水道へ管理移管された荒川水系神田川

の左支川である桃園川に関しては、下水道幹線とし

ての流出解析または人文地理分野での言及を除けば、

管見で河川管理面からの調査・研究はほぼ行われて

いない3),4)。 

また、河道を覆蓋化または埋立て下水道幹線を構

築するに際しては、工事規模や延長にもよるが単年

度で終わらず、複数年度に跨り施工するのが常であ

る。この場合、法制度面で施工区間毎に河川法の適

用解除（廃止）と下水道法に基づく下水道施設の適

用管理を繰り返し行うことは、管理責任が不明確と

なり、水系一貫の管理原則に反することとなるため、

どの時点で管理移管するかが課題となる。 

一方、これまでに筆者らは行政文書の電子化の流

れを通じて、廃棄等処分が増加傾向にある、東京の

河川改修・管理に関する公文書の調査を広く進めて

きている。既に、渋谷川や日本橋川を事例とした調

査結果等を公表してきた注1)。このような背景から、

本論では第二次世界大戦以降の昭和期の河川行政に

関する公文書調査を通じて、新たに見出した桃園川

関連の河川管理資料に基づき、下水道幹線化に至る

経緯、課題とその対応策について考察を試みた。 

 

2. 桃園川の概要と準用河川廃止までの経緯 

 1）旧河川法における河川管理 

表表--11に示すとおり、昭和30(1955)年代の法定河川

としては旧河川法に基づく、法適用河川並びに同法

を準用する準用河川があった5)。 

新たな河川法（昭和39(1964)年法律第167号・平成9

 (1997)年改正を含む、以下「新河川法」という）が

施行される直前の昭和40(1965)年時点における東京都

管理河川は、利根川水系・荒川水系・多摩川水系・

独立水系を合わせて、法適用河川約205km並びに法

準用河川約670kmとなっていた。そして、桃園川は

のと推測される。 

 

 6. まとめ 

 本検討により得られた知見を以下に 3 点示す。 

 ①加熱混合物について、締固め度 100%を目標として

試験施工を実施した。結果、二次転圧回数を増加させ

ることで締固め度が上昇することを確認することが

できた。また、本検討では、初期転圧回数 2.5 往復、

二次転圧回数8.5往復の締固め度98.5％が最大であっ

た。これは、当該試験施工のローラ転圧は、前進・後

進のみで実施し、前進・後進する際に転圧する箇所で

可能な限りラップする箇所が発生しないように注意

して施工したためと考えられる。 

 ②中温化混合物について、初期転圧開始温度 100℃

以上を 2 工区、100℃以下を 2 工区の合計 4 工区分試

験路面を施工した。その結果、初期転圧開始温度が

100℃以上で目標締固め度 96.5%以上が得られた。 

 ③中温化混合物で場内試験路面の施工を行った結果、

締固め度は、初期転圧温度に対し、比例的に増加する

訳ではないことを確認した。 

 

7. おわりに 

本検討では、中温化混合物を用いた場合、敷均し温

度をどの程度まで低減可能か調査した。その結果、敷

均し温度の規格値を 100℃程度まで低減しても所定の

締固め度を満たすことを確認することができた。 

既に国土交通省の土木工事共通仕様書においては、

中温化混合物（加熱アスファルト安定処理混合物）を

使用した場合には、「混合物の種類によって敷均しが

困難な場合や、中温化技術により施工性を改善した混

合物を使用する場合、締固め効果の高いローラを使用

する場合などは、設計図書に関して監督職員と協議の

上、所定の締固めが得られる範囲で、混合物の適切な

温度を決定するものとする。2)」と規定されている。当

局においても、中温化混合物を用いた場合の敷均し温

度について、本検討結果等を参考に別途改定等の検討

をする必要があると考えられる。 

 また、本調査は、「機械式フォームド方式」を用いた

場合の敷均し温度について、検討したものである。そ

のため、今後、中温化剤や中温化アスファルトを用い

た場合や機械式フォームド方式でも更に技術の進展が

行われた場合等には、敷均し温度の下限値も 100℃程

度までではなく、更に低減可能とする等の検討が必要

になることが予測される。今後も中温化技術について、

業界等の動向を踏まえ、適宜調査を継続していく予定

である。
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